
 

桑名市告示第206号 

 桑名市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費及び居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給

に関する要綱を次のように定める。 

  令和８年８月３日 

                               桑名市長 伊 藤 徳 宇   

   桑名市介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費及び居宅介護（介護予防）住宅改修費の

支給に関する要綱 

桑名市介護保険居宅介護（予防）受領委任払い制度に関する要綱（令和６年桑名市告示第62号）

の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、桑名市介護保険条例施行規則（平成16年桑名市規則第123号）第26条及び第27条

の規定に基づき、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）、介護保険法施行令（平

成10年政令第412号）、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「法施行規則」という。）

その他関係法令（以下「介護保険法関係法令」という。）に定めるもののほか、居宅介護福祉用具

購入費及び介護予防福祉用具購入費（以下「福祉用具購入費」という。）並びに居宅介護住宅改修

費及び介護予防住宅改修費（以下「住宅改修費」という。）の支給に当たり、必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において使用する用語は、介護保険法関係法令において使用する用語の例によるほ

か、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 申請者 福祉用具購入費又は住宅改修費の支給の申請を行う居宅要介護被保険者又は居宅要

支援被保険者をいう。 

(2) 償還払い方式 福祉用具購入費又は住宅改修費の支給に当たり、申請者が特定福祉用具の購

入に要した費用の額又は住宅改修に要した費用の額を支払ったことをもって、市が支給決定した

当該福祉用具購入費又は住宅改修費を申請者が指定する口座に支給する方式をいう。 

(3) 受領委任払い方式 福祉用具購入費又は住宅改修費の支給に当たり、申請者がその受領に関

する権限を当該支給に係る特定福祉用具販売事業者又は住宅改修を施工する者に委任するとと

もに当該委任を受けた者（以下「受領委任事業者」という。）に特定福祉用具の購入に要した費

用の額から福祉用具購入費の支給額相当額を控除した額又は住宅改修に要した費用の額から住

宅改修費の支給額相当額を控除した額を支払ったことをもって、市が支給決定した当該福祉用具

購入費又は住宅改修費を受領委任事業者が指定する口座に支給する方式をいう。 

 （申請者の要件） 

第３条 法第27条第８項（法第29条第２項において準用する場合を含む。）、法第28条第９項、法第

32条第７項（法第33条の２第２項において準用する場合を含む。）又は法第33条第５項の規定によ

りさかのぼって認定の効力が生ずることにより、居宅要介護被保険者又は居宅要支援被保険者に該

当することが見込まれる者は、現に認定の効力が生じたことが明らかとなるまでの間、福祉用具購

入費又は住宅改修費の支給の申請を行うことができないものとする。 

２ 前項の規定は、法施行規則第75条第１項及び第94条第１項に規定する住宅改修を行おうとすると

きにあらかじめ行う申請書又は書類の提出（以下「住宅改修の事前申請」という。）については適

用しない。 

 （受領委任払い方式の適用資格） 

第４条 申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、受領委任払い方式による給付は行わない。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者 

(2) 被保険者証に支払方法変更の記載がされている者 

(3) 法第67条第１項の規定による保険給付の差止めを受けている、又は被保険者証に保険給付差

止の記載がされている者 

(4) 被保険者証に給付額減額等の記載がされている者 

(5) 法第27条第１項の規定による申請を行い、市が同条第７項の規定による要介護認定をするに

至っていない者又は法第32条第１項の規定による申請を行い、市が同条第６項の規定による要支

援認定をするに至っていない者 



 

(6) その他市長が適当でないと認める者 

２ 受領委任事業者は、事業専用口座（個人名義の口座にあっては、屋号等が併記されており専らそ

の事業のためにのみ使用する口座をいう。）を有する者でなければならない。 

 （福祉用具購入費の支給の申請） 

第５条 償還払い方式による法施行規則第71条第１項及び法施行規則第90条第１項に規定する申請書

は、介護保険居宅介護(介護予防)福祉用具購入費支給申請書（様式第１号）によるものとする。 

２ 受領委任払い方式による法施行規則第71条第１項及び法施行規則第90条第１項に規定する申請書

は、介護保険居宅介護(介護予防)福祉用具購入費支給申請書（受領委任払用）（様式第２号）によ

るものとする。 

３ 法施行規則第71条第１項及び法施行規則第90条第１項に規定する申請書の提出は、申請者が当該

申請に係る福祉用具を使用していることを担当の介護支援専門員又は地域包括支援センター職員

が確認している場合に限り、行うことができるものとする。 

 （福祉用具購入費の支給の決定） 

第６条 市長は、前条第１項又は第２項の申請書の提出があったときは、速やかに審査の上、支給の

可否を決定し、介護保険居宅介護（介護予防）福祉用具購入費支給（不支給）決定通知書（様式第

３号）により申請者に通知するものとする。 

 （住宅改修の事前申請） 

第７条 償還払い方式による法施行規則第75条第１項及び法施行規則第94条第１項に規定する申請書

は、介護保険居宅介護(介護予防)住宅改修費支給事前申請書（様式第４号）によるものとする。 

２ 受領委任払い方式による法施行規則第75条第１項及び法施行規則第94条第１項に規定する申請書

は、介護保険居宅介護(介護予防)住宅改修費支給事前申請書（受領委任払用）（様式第５号）によ

るものとする。 

 （住宅改修の事前申請に対する承認） 

第８条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかに法施行規則第74条又は第93条に規定

する条件に該当する等、保険給付としての適否を確認し、承認又は不承認を介護保険居宅介護（介

護予防）住宅改修承認（不承認）通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。 

 （住宅改修の事前申請の取下げ） 

第９条 申請者は、前条の規定による承認を受けた後に当該申請内容に基づき住宅改修を完了するこ

とができないことが明らかとなった場合は、介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修事前申請取下

げ書（様式第７号）により、当該申請を取り下げなければならない。ただし、当該申請の趣旨を損

なわない軽微な変更で住宅改修の一部又は全部が完了できると市長が認める場合（以下「軽微な変

更の場合」という。）を除く。 

２ 申請者が、前条の規定による承認を受けた後に当該申請を行った時点において、居宅要介護被保

険者又は居宅要支援被保険者ではないことが明らかとなった場合は、第11条の規定を準用して当該

申請者に通知するものとする。 

 （住宅改修の事後申請） 

第10条 法施行規則第75条第１項第５号及び法施行規則第94条第１項第５号に規定する書類は、介護

保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書（事後）（様式第８号）によるものとする。 

２ 法施行規則第75条第１項及び法施行規則第94条第１項に規定する住宅改修が完了した後に行う書

類の提出は、申請者が当該申請に係る住宅改修箇所を利用していることを担当の介護支援専門員又

は地域包括支援センター職員が確認している場合に限り行うことができるものとする。 

３ 前項に規定する書類の提出は、第８条の規定により承認した住宅改修の内容から変更があった場

合（軽微な変更の場合に限る。）、第１項の申請書にその変更内容を確認できる書類を添えて提出

しなければならない。 

 （住宅改修費の支給の決定） 

第11条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、速やかに審査の上、支給の可否を決定

し、介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支給（不支給）決定通知書（様式第９号）により申請

者に通知するものとする。 

 （その他） 

第12条 この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 



 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日から令和８年12月31日までの間に申請をした者の福祉用具購入費及び住宅改

修費の支給については、なお従前の例によることができるものとする。 

 

 

 



 



 

 



 

 



 

 
 



 



 



 

 
 



 



 



 



 



 

参 考 

（改正のあらまし） 

 福祉用具購入費及び住宅改修費の支給に当たり必要な手続を見直すため要綱の全部を改正するもの

であります。 

 


